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年　度 件　数 小学校 中学校 高校・大学 その他
16年度 17 12 4 0 1
17年度 9 2 3 0 4
18年度 13 7 ６（＋２） 0 0
19年度 4 3 1 0 0
20年度 18 15 1 0 2
21年度 23 17 2 0 4
22年度 10 10 0 0 0




件数 うち市内 件数 うち市内
小学校 552 71 537 70
中学校 429 36 502 36
高等学校 240 9 239 6
一　般 112 26 74 14






































































21年度 22年度 23年度 24年度（予定）




















































































































































































































































































実施回 研修内容 実施回 研修内容






第３回 原爆資料館見学 第11回 碑めぐり見学
（Ｂコース）
第４回 写真でみる原爆
投下時の長崎　
原爆と報道
第12回 長崎市の平和行
政について
第５回 原爆直後の救護
活動と調査
第13回 碑めぐりガイド
実習（Ｂコース）
第６回 原爆資料館ガイ
ド実習
ポイント強化解
説
第14回 原爆資料館・祈
念館ガイド実習
第７回 碑めぐり見学
（Ａコース）
第15回 被爆体験講話
第８回 現代の核問題と
平和
ガイドの心得
表５　講座内容の例
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被爆地による平和教育の取り組み
者追悼平和祈念館では、平和推進協会と共同
で、被爆体験朗読ボランティアの育成と派遣
や、ピースネットの拡大に力を入れている。
最近では、ここで追悼集会を行う小学校も増
えてきた。追悼平和祈念館長である智多正信
氏は、「原爆資料館で被爆の実態を知り、この
祈念館に来て、平和を祈ってほしい。」と言う。
智多氏によれば、原爆資料館を訪れた大半の
人が、想像以上の悲惨な被爆の実態を知り、
資料館を出る時には、深い怒りや悲しみの表
情を浮かべている。しかし、その後、この祈
念館に来て静かに祈ることで、心が静まり、
表情も穏やかになるという。それは、来館者
が、少しでも自分に出来ることがある─祈る
ということ─とわかり、気持ちが落ち着く事
と、祈念館が、そのような自分と静かに向き
合う時間、場所となり得るからではないか、
と智多氏は分析する10）。現在はしかし、知名
度の低さから、原爆資料館入館者の約１割程
度しか来館しないため、来館者を増やすこと
が今後の課題とされている。
おわりに
　以上、被爆地長崎の平和教育、平和活動を
主に（公財）長崎平和推進協会の取り組みを
中心に見てきた。協会は、約30年近くの間、
被爆地としてさまざまな平和教育活動を行っ
ていた。生徒児童を中心に戦争の悲惨さを伝
える被爆体験講話は、これまで１万１千回を
超え、生徒・児童たちを中心に聴講者は150
万人に上っている。また、インターネットを
使いリアルタイムで子どもたちと被爆者がや
り取りも出来る「ピースネット」による平和
学習は、平成21年から平成24年までの４年間
だけでも約８千人の子どもたちが受けている。
多くの子どもたちの感想から、本活動は、平
これまでは、作家の遠藤周作氏、俳優の吉永
小百合氏、美輪明宏氏、音楽家の南こうせつ
氏ら総勢約60名以上が平和への思いを発信し
てきた。協会の設立以来、多くの市民たちが
話に音楽に聴き入り、平和への思いを新たに
してきたのである。
　その他、協会では、設立15周年を期に「ナ
ガサキ平和創設グラント」として、平和意識
高揚のための活動を行うための助成金制度を
設立した。その後、初代理事長名をとって「秋
月グラント」と名称変更し、教育や調査研究
も含めた活動をする団体に対する助成も行っ
ている。協会が参加している「長崎平和大集
会」から誕生した「高校生平和大使」、また、
さまざまな平和音楽祭の中で、28年という長
崎で最も長い歴史を持つ「長崎平和音楽祭」
も共催事業として継続しているが、これも実
際には協会の音楽部会が中心となっている。
このようにさまざまに、長崎市民や若い世代
に向けて、平和意識を高揚するための啓蒙活
動を行ってきており、協会は、2011年、公益
財団として認められた。
Ⅲ．長崎原爆資料館・国立長崎原爆死没
者追悼平和祈念館
　長崎原爆資料館では、被爆展示の他、平和
学習教材の貸し出しを行っている。これに加
え、被災資料等も貸し出し、原爆展の開催を
提案するなど、先の事務局長の話の中にあっ
た提案型教育を行っている。また、平和推進
協会の写真資料調査部会が、被災写真の調査・
整理・収集と原爆写真展、平和関連資料の収
集と調査で協力し、国際交流部会が、異文化
交流や外国語ボランティア通訳として協力し
て活動している。
　又、2003年に設立された国立長崎原爆死没
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和教育の材料として大変有意義であったこと
が確認された。また、子どもたちだけではな
く、教職員向けのセミナーとしても利用され
ていた。一方、市民に向けた行事や、平和案
内人・朗読ボランティアの育成などを通じ、
子どもたちだけではなく、一般市民に向けた
提案型教育や平和意識の啓発活動も行われて
きていた。長崎平和推進協会は、被爆地長崎
での平和教育に重要な役割を果たし続けてき
たことが明らかになった。その活動は、国内
だけにとどまらず、国外にも少しずつ拡大さ
れてきている。今後は、広島県、福島県との
協力のもと、子どもと大人に対する協会の平
和教育活動の更なる普及と充実の可能性が確
信されるのである。
注
１）長崎平和推進協会『長崎平和推進協会設立25周
年記念誌』2010年、１頁。
２）『長崎平和推進協会会報』第１号、1983年、2-3
頁。
３）同上、３頁。
４）松永照正『ナガサキよ世界へ─元原爆資料館長
の回想』自費出版、1989年、177-182頁。
５）現在では、協会は国から管理・運営を受諾して
いる国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館の事業と
して扱われている。
６）国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館所蔵「ピー
スネットアンケート資料」より抜粋。
７）講話者を指す。以下のイニシャルも同様。
８）2012年８月22日平和推進協会取材時の談話より。
９）1978年５月23日、第１回国連軍縮特別総会にお
いて、国連の日である10月24日から１週間を、軍
縮のための世論を高める「国連軍縮週間」と定め
た。
10）2012年８月22日追悼平和祈念館取材時の智多氏
の談話より。
